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1. 研究背景・目的について 
近年、カーボンニュートラルを目指す現代社

会では、環境に優しい電動自動車の普及が急速
に進んでいる。ガソリンやディーゼルを燃料と
している伝統的な自動車が地球温暖化の原因と
なる排気ガスを大量に排出することだけでな
く、排気ガスによる大気汚染問題、化石資源の
過剰採取による資源の枯渇問題などが引き起こ
されているからである。 

 電動自動車は、長距離でずっと走れるもので
はない。電力不足につれ充電が必要不可欠であ
る。しかし、充電スタンドはガソリンスタンド
にように、あらゆる場所にある状態になってい
ないのが現状である。それは電動自動車の普及
に妨げる要因の一つともなっている。 
本研究では、GISを用いて、電動自動車の普

及に伴う充電スタンドの需要を分析し、合理的
な充電スタンドの配置計画を提案する。 

2.充電スタンド立地要因分析 

本研究では、経済性、市場性と利便性の視点
から、充電スタンドの立地要因として、主に以
下の①∼⑥が選出された。［1］ 

 

3.階層分析法を用いた重みづけ分析 

本研究では、階層分析法（AHP）を用いて各

要素要因の重みづけを決める。この階層分析法
は、評価尺度を定め、評価基準毎に要素を一対
比較し、加重平均を求める方法である。階層分
析法で各要素の二つの要素を一対比較する。そ
の評価尺度は 1 から９の値を設定し、ｎⅹｎの

行列Ａ＝[𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖]を作る。その時𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1,𝑎𝑎𝑖𝑖𝑖𝑖 = 1
𝑎𝑎𝑗𝑗𝑗𝑗
にな

る。このような一対比較から得られた行列（表
2）を基にして、各階層の要素の重み付けをする
［2］。 

表 1要素 i と要素ｊの一対比較表の尺度 
要素 i と要素 j 評価尺度 

同じくらい重要 1 

やや重要 3 

より重要 5 

かなり重要 7 

絶対的に重要 9 

補完的用いる 2,4,6,8 

本研究では、6 つの要因を利用し、重みづけ分
析を行った。充電スタンドの需要分析が重要で、
住民の収入レベルに関係しているため、Next user
の要素②をより高い重要度を与えた。 

表 1一対比較行列表 
 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 平均値 

①  1 1/4 1/4 1/2 1/6 2 1.609 
② 4 1 4 3 2 4 2.620 
③ 4 4 1 2 1 3 2.466 
④ 2 2 1/2 1 2 2 2.118 
⑤ 6 6 1 1/2 1 3 2.596 
⑥ 1/2 1/2 1/3 1/2 1/3 1 1.468 



次に、幾何平均の合計を出し、その計で各要素
の幾何平均を割り、全体の和を１にする。これに
より、重み付けができる。計算によって、各要素
の重みづけは[0.08、0.38、0.15、0.15、017、0.07]
となる。 
各要素の係数を ArcGISでそれに対応する重み
づけと重ね合わせてラスター解析を行う。 

解析式：𝑆𝑆 �適度� = �𝑊𝑊𝑖𝑖𝐶𝐶𝑖𝑖 �式 1� 

Wi——第 i目重みづけ 
Ci——第 i目の評価要素の量化值；iは 1～6の範
囲でとる。 
高いスコアの場所は充電スタンドを設置候補

地とする。 

4. 充電スタンドの最適立地分析 

図 1万人当たり利用できる充電スタンドの数 

図１のように、日本には、充電スタンドの利
用状況について、万人当たり 2.3台しか利用でき
ない状況である。これから、電動自動車の普及
に伴い、EV充電スタンドの需要が高くなる。経
済性、EV の主な利用群体の特徴の視点から、主
に EV 主な利用群体(20∼44 歳の群体)に対象をと
して分析する[3]。万人あたり 5 台の充電スタン
ドを利用できるという基準と予測し、2025年ま
でに横浜市には 550 台充電スタンドが必要とな
る。つまり、現在保有量より 240 個の充電スタ
ンドを追加する必要がある。 
本研究では、GISで「ランダムポイントの作

成」ツールを使用し、新設する予定の充電スタ
ンドのポイントを作成し、最後に被覆率分析を
行った結果を図 2に示す。 

図２横浜市充電スタンド追加後の被覆率分析図 

5.まとめ 

本研究では、横浜市を対象に、2025 年までの電
動自動車の需要を見据え、240 か所に充電スタン
ドを新設することが必要と予測し、それぞれの設
置場所の選定を行った。これにより、一箇所のサ
ービス範囲を１km とし、横浜市全域の充電サー
ビス範囲が 390 ㎢から 551 ㎢に増加し、被覆率が
59.18％から 83.61％に増加したこととなる。 
今後、電気自動車の普及がさらに高まることが

よそくされており、より利便性の高い増設計画が
求められる。 
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